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 質的な内容におけるアンケート調査の中には 4 件法や 5 件法等、有限の選択肢を利用したアンケ

ート調査も多い。その調査手法は消費者アンケートや世論調査などから、経済学などの大学の講義にお

ける FD 項目に至るまで幅広く用いられていて、計量・統計に携わる者のみならず理論系の人間でもそ

の質問やアンケート結果に触れたことのない者はいない。そして、これらのアンケート調査等を「こういう傾

向が読み取れる」等の形で論文などに活かすときには、数多くの場面でその統計的な処理・活用が求め

られる。 

ところで、4 件法には（意図的に真ん中の選択肢を排除しているなど）アンケート調査の方法として批

判も多く、統計的手法を活用する場合には複数の質問を組み合わせる活用法やリッカート尺度等が中心

となる。そのため、1つの質問単体で結果の傾向を、調査の取られた後で少し活用しようとすると、クロス表

とχ２乗検定では標本数が少ない場合などを中心に適さない場合も少なくなく、肯定・否定などの 2 段階

まで集約した上での独立性の検定や符号検定、あるいは Fisher の正確性検定などが用いられることが多

い。しかし 4 件法や 5 件法の場合には、アンケートを書く側として「そう思う」「ややそう思う」などについて

は戦略的な投票をしない場合でも区別して記載している場合が多く、多くの場合でこの違いを正確に反

映できないままの検定にならざるを得ない。そこで本研究では 4 件法でのアンケート調査における小標本

の場合を中心に、近年統計の手法として登場し、R でもパッケージの出た Brunner-Munzel 検定を活用

することで、単体の質問における肯定的傾向・否定的傾向について出すための応用法について取り上げ

る。 

また、その応用事例として筆者が前任校で経済学系 3 年生に対して行っていた選択講義「コンピ ュ

ータ経済学 II」におけるフリーソフト「Microsoft Mathematics」の経済学教育における有用性に関する授

業アンケート結果の活用を取り上げる。本来、戦略的な投票を行わない中では、全く何の肯定的・否定的

な見解を持っていない場合には、中心に近い選択肢に（4 件法では均等に）集まると考えられる。こうした

対照群を設定することで、Brunner-Munzel 検定の活用が可能になる。この手法は 4 件法・5 件法のア

ンケート全般に適用可能となる。 
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